
■ 目論見書のご請求、お申込みは… 香川証券株式会社
金融商品取引業者　四国財務局長（金商）第 3号
日本証券業協会

：

：

商 号 等

加 入 協 会

本 店 営 業 部
三 本 松 支 店
池 田 支 店
銀 座 支 店

Tel 087-806-3939
Tel 0879-25-2431
Tel 0883-72-1185
Tel 03-5550-8125

坂 出 支 店
こんぴら善通寺支店
高 知 支 店
ウェルス・マネジメント部

Tel 0877-46-2970
Tel 0877-63-3336
Tel 088-823-0161

丸 亀 支 店
児 島 支 店
伊予三島支店

Tel 0877-22-6136
Tel 086-474-1800
Tel 0896-28-1555

観 音 寺 支 店
鳴 門 支 店
西 条 支 店

Tel 0875-25-2151
Tel 088-685-2121
Tel 0897-56-1510

Tel 087-806-1717

お申込みの際は「目論見書」および「契約締結前交付書面」をご覧ください。また、本資料に記載の「売買等に関する留意事項 」を必ずご覧ください。

スウェーデン輸出信用銀行スウェーデン輸出信用銀行

2020年9月28日満期（約3年債）

トルコ共和国について 出所：外務省ホームページ
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780,576平方キロメートル（日本の約2倍）
79,814,871人（2016年、トルコ国家統計庁）
アンカラ
トルコ語（公用語）
イスラム教（スンニ派、アレヴィー派）が大部分を占める。
その他ギリシャ正教徒、アルメニア正教徒、ユダヤ教徒等。
2.9％（2016年）
サービス業（59.2％）、工業（24.3％）、農業（4.9％）（トルコ財務省）
トルコ・リラ

EuropeEurope

AsiaAsia
トルコ共和国

Türkiye Cumhuriyeti

アンカラ

スウェーデン輸出信用銀行（以下「SEK」といいます。）はスウェーデン会社法に基づく「公開会社」であり、財務省を通して
スウェーデン政府が完全所有しています。SEKは、輸出業者および海外の顧客の双方の長期貸付の需要に応えることによ
りスウェーデンの輸出産業の競争力を強化するため、1962年に設立されました。SEKの目的は、スウェーデン銀行業およ
び金融事業法に従って財務活動に従事し、これに関連してスウェーデンの商業および産業の発展を促進すること、ならび
に、商業分野においてスウェーデンおよび海外の財務活動に従事することです。

トルコ・リラ建債券

発行体概要
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格 付

利 率
売 出 価 格
お申込単位
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受 渡 日
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上記Moody’sおよびS＆Pの格付は無登録格付です。
目論見書の「無登録格付に関する説明書」をご参照ください。

売
出
要
項

スウェーデン輸出信用銀行
Aa1（Moody’s）/AA＋（S&P） 

年10.26%（トルコ・リラ建、課税前）
額面金額の100.00%
額面10,000トルコ・リラ以上、
10,000トルコ・リラ単位（8月29日時点約33.5万円）
2017年9月1日～9月27日
2017年9月28日
2020年9月28日
毎年3月および9月の28日

（注）利率はトルコ・リラベースです。
　  （為替・税金の考慮をしておりません。）

利率／年（課税前）

10.26%
トルコ・リラ建の表面利率



トルコ・リラ／円為替レートの推移

（出所：ブルームバーグ、2007年8月29日から2017年8月29日）
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トルコ・リラ建債券
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価格変動リスク
為替変動リスク

信 用 リ ス ク

カントリーリスク

途中売却の場合は、金利変動等による債券価格の変動により、投資元本割れのおそれがあります。
元利金は外貨によって表示されますが、支払いは原則、円貨によって行われるため、為替相場の変動により、円貨による
お受取り金額は投資元本割れのおそれがあります。
発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、投資元本割れや利金の支払いが遅延
または不払いとなるおそれがあります。
通貨発行国の国情の変化（政治・経済・取引規制等）により、投資元本割れや途中売却ができなくなるおそれがあります。
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お申込みの際は、必ず金融商品取引法第37条の3の規定によりお渡しする「契約締結前交付書面」および「目論見書」に基づき、説明を受
けた上でお申込みください。「目論見書」のご請求は、弊社の本・支店までお願いいたします。
本債券の買付は円貨でのご入金となります。また、利金、償還金ともに原則、円貨でのお支払いとなります。
途中売却の国内受渡日は通常、約定日から起算して4営業日目（約定日を含む）となります。
本債券は売出しとなりますので、売出期間中の価格は額面金額の100.00%で一定となります。
国内での利金、償還金のお支払いは各利払日、償還日の翌営業日以降となります。
売出額に限りがありますので、売切れの際はご容赦ください。
外貨建て債券のお取引は、クーリング・オフの対象にはなりません。
お申込み代金に関しましては売出期間（２０１7年9月1日～9月27日）中にご入金いただきますようお願いいたします。

●
●
本債券を募集・売出し等により、または弊社との相対取引により購入する場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。
本債券の利金および償還金の支払いにあたり、円貨と外貨を交換する際には、外国為替市場の動向をふまえて当社が決定した為替レート
によるものとします。

●
●

●

●

●お客様が弊社にて購入された債券は弊社指定の海外保管機関において保管されます。

本債券の主なリスク 

売買等に関する留意事項 

手数料等諸費用について 

その他

税制に関する留意事項 
譲渡益および償還差益は、譲渡所得として申告分離課税(20.315%)の対象となります。
譲渡損および償還差損は、上場株式等の譲渡損益の他、上場株式等の利子・分配金・配当所得等と損益通算が可能です。また、その年の
損益通算でなお控除しきれない譲渡損失の金額は、翌年以降3年間の繰越控除が可能となります。
利子は、利子所得として源泉徴収(20.315%)のうえ、申告分離課税の対象となります。確定申告により、譲渡所得と損益通算可能ですが、
確定申告不要を選択することもできます。外国債券の利子支払時には、外国源泉税控除後の金額に対して、申告分離課税（20.315%)が
源泉徴収されます。外国での源泉徴収税額は、確定申告の際に「外国税額控除」の対象となります。
上記課税に関する記述において、今後税制が改正されれば変更になる場合があります。詳しくは税理士等の専門家にご相談ください。


